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砂地盤における法面植生の試験施工について 
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    天塩バイパス建設予定地における切土区間では海砂が広く分布しており、工区内流用土はも 
とより天塩港浚渫事業から発生した浚渫砂も盛土材料として利用している。しかしながら、細 
粒分の少ない砂地盤では保水力や養分が乏しいため、植生条件として厳しい環境にあることか 
ら、長期的な活着性が懸念される。 

当バイパス工事では、現在軟弱地盤対策として載荷盛土を施工中であるが、完成形での施工 
に伴い大規模な植生工を予定している事から、砂地盤でも植生可能な工法を選定し平成１９年 
度に試験施工を行った。 

本報告では試験施工後の調査結果を報告する。 
 
 
 

1. 試験施工の経緯及び検討の概要 

図－１ 施工箇所 

 
 

 天塩バイパス事業は、現国道 232号を別ルートとして

整備し、異常気象等の通行止め解消を図るほか、郊外部

は旧鉄道防雪林を活用し、冬期交通の安全確保を目指し

たバイパス事業である。 

 
 
また、当地域はサロベツ原野に隣接していることから、

緑豊かな緑化空間を創出していくなど、環境に配慮する

ことが重要である。しかし、切土地盤や盛土材料が保水

性や保肥力の乏しい砂地盤であることから、通常行われ

ている張芝や植生基材吹付では、植物の良好な生育が期

待できない１）。 

 このことから、当現場では砂地盤でも良好な植生が期

待できる方法として、新技術支援施策にて選定された①

バイオ植生注入マット工法、②恒生微生物菌緑化工法の

２工法に③泥炭+種子散布を加えた３つの工法を選定し

試験施工を行った。 
 

1-1  地山および盛土材料の土質 

平成１９年度に試験を行った地山及び盛土材料の基本

物性値を表－１に示す。なお、天塩港浚渫で発生した浚

渫砂についても、ほぼ同様な基本物性値であった。公園

緑地協会および日本農学会法によれば、砂と粘土の割合

により植栽土壌の土性を 5つに分類している２）。これに

よれば、粘土分が 12.5%以下の場合、砂土（Ｓ）に分類

され、保水力や保肥力が著しく不良、養分の保持力が少

ない、腐食質の欠乏、及び酸性化しやすいなどの性質が

見られる。そのため、この土壌に植栽する場合は、客土

や土壌改良剤、肥料を混合したり、潅水をして土壌を改

良する必要があるとされている１）。 
 今回調査した天塩バイパスの地山と盛土材料は、細粒

分（粒径75μm以下の割合）が3.4%であり、砂土に分類

される。このため、このままの状態で植生基材吹付工や

張芝工などで緑化しても植物の良好な生育が期待できな
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いと想定される。 
 

表－1 地山および盛土材料の基本物生値 

 

1-2  緑化工法の選定と概要 

新技術工法の選定条件として法長、法勾配、砂地盤や

寒冷地での実績等をキーワードとして新技術支援施策に

より検討した結果、２工法が選定された。又、当現場で

は泥炭やすき取り物３）等が発生しており、これらの有

効利用も含めた観点から、泥炭＋種子散布による工法も

選定に加えた。 

施工条件を表－２に、代表的な施工断面を図－２に示す。 
 

表－２ 各緑化工法の施工条件 

 
図－２ 代表的な施工断面 

 

①  泥炭＋種子散布 

天塩バイパス工事箇所は、サロベツ原野に位置してい

ることから、多量の泥炭が発生する。泥炭はセメント改

良等で盛土に必要な強度を得られれば、盛土材として使

用することができるが１）、当工事で発生する泥炭の性

状（表－３）は、強熱減量73.8%、分解度H3であり、フ

ォンポスト法の判定４）によれば、ほとんど分解してい

ない繊維質な泥炭に分類される。含水比も泥炭としては

低いものの200%を越えていることから、改良して盛土材

とするためには、混合するセメント量を多くする必要が

ある。そこで、バックホウで泥炭を20cmの厚さで法面に

張り付ける(写真－１)ことで、泥炭の保湿性を利用した

緑化の基盤材とし、その表面に種子を吹き付けた５）。 

 

表－３ 工事で発生する泥炭の物生値 

 

 

写真－１ 泥炭の張付状況 

②  バイオ注入植生マット 

本工法の植生基盤材は、間伐材や小径材を破砕してチ

ップ化した後、微生物により発酵させ、有効微生物と短

繊維を混合したものである。この基盤材を法面にマット

状に張り付けた筒状のネット中に注入する。(写真－２)

なお、基盤材に凹凸があることから、種子は混合せず、

周囲からの種子を待ち受けて緑化を行った。 
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写真－２ バイオ植生注入マット施工状況 

③  恒性微生物菌緑化工法 

本工法は、表面の浸食防止と植生基盤材の流出防止を

目的として、金網とポリオレフィン系を主体とするフィ

ラメントによる特殊マットを法面に敷設後、施工箇所の

土壌に適した微生物菌と種子を客土材に混合し5cmの厚

さで吹付けを行った(写真－３)。 
 

 

写真－３ 恒生微生物菌施工状況 

 
なお、②、③の種子は表－４に示す配合とした。また、

通常工法である土羽土+植生工については、一般的に植

生実績があるため試験施工から除外した。 

 

表－４ 種子の配合（ｋｇ） 

 

 

2.  平成１９年度の調査内容及び結果 

昨年度は、植生箇所の地盤調査、施工者からの聞き取

り調査、及び施工後の法面状態調査（目視観察）、施工

費について比較を行った。その結果を表－５に示す。ど

の工法も施工性、法面状況については問題はなかった。

しかし、経済性では泥炭＋種子散布が最も有利となる結

果が得られた。 

 
表－５ 調査項目と結果 

 
 
 

3.  平成２０年度の調査内容及び結果 

今年度の調査内容は、融雪による法面状況の確認、生

育状況の確認を行った。結果は以下のとおりである。 
 

①  泥炭＋種子散布 

融雪期に泥炭張付部と盛土部の境界に水が走り、すべ

りによる崩壊が懸念されたが、融雪による法面崩壊は見

られなかった。５月下旬から目視による被植状況の確認

を行ったが、６月中旬には被植率は、ほぼ１００％とな

った。融雪による法面崩壊もなく、生育状況は良好で砂

地盤での適用可能であると考える。 

 

 

①５月下旬撮影 

 

泥炭+種子散布 バイオ植生注入マット工法 恒生微生物菌緑化工法

施工性 容易 容易 容易

法面状況 雨等による法面崩壊なし 雨等による法面崩壊なし 雨等による法面崩壊なし

施工費 ５８０　円／m2 ６，５４０　円／m2 ９，０３０　円／m2
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②６月中旬撮影 

写真－４ 泥炭＋種子散布被植状況 

 
 
 
 
 

②  バイオ注入植生マット 

融雪によるマットのはがれ、マットを止めるピンの抜

け、法面崩壊は見られなかったが、他の種子入りの工法

と違い、種子待ち受けタイプの工法のためか、８月下旬

まで生育状況の確認を行ったが、被植率１００％とはな

らなかった。法面保護としては問題はないので、次年度

以降も植生状況の確認を行っていく必要があると考える。 

 

 
①５月下旬撮影 

 

 
②８月下旬撮影 

写真－５ バイオ植生注入マット工法被植状況 

③  恒性微生物菌緑化工法 

融雪による法面崩壊は見られなかった。他の工法と同

様に５月下旬から生育状況の確認を行ったが、他の工法

より初期段階での被植率は高く、６月中旬で１００％と

なった。生育状況は良好で砂地盤でも問題なく適用でき

ると考える。 

 
①５月下旬撮影 

 
②６月中旬撮影 

写真－６ 恒生微生物菌緑化工法被植状況 



Koki Omasa, Yuichi Furuta, Atsuko Sato 

4.  まとめ 

今年度は、融雪後の法面状況、生育状況の確認につい

て作業を行ってきた。昨年度の調査内容を含めた結果を

表－６に示す。調査結果を基に今後の工法検討を行う。 

施工性、法面状況、生育状況から判断すると泥炭＋種

子散布と恒生微生物菌緑化工法に絞られるが、経済性、

発生材の有効利用を考えると泥炭張付＋種子散布とな

る。 

 当路線では泥炭の処分費等を考えるとコスト縮減に

つながる泥炭張付＋種子散布を採用していくが、今後は、

さらなるコスト縮減を図るため泥炭張付のみでの施工も

考え今後の工事を進めて行く。 

 

表－６ 調査項目と結果 

泥炭+種子散布 バイオ植生注入マット工法 恒生微生物菌緑化工法

施工性 容易 容易 容易

法面状況 雨等による法面崩壊なし 雨等による法面崩壊なし 雨等による法面崩壊なし

施工費 ５８０　円／m2 ６，５４０　円／m2 ９，０３０　円／m2

法面状況（融雪後） 法面崩壊無し 法面崩壊無し 法面崩壊無し

生育状況 良好 難（待受タイプのため） 良好

◎ ○ △  

 

5.  おわりに 

近年、新技術による植生工法が多数開発されている。

今後も更なる公共工事のコスト縮減を図るとともに、自

然環境に優しい植生工法を検討し採用してくことは、必

要不可欠であると考える。 
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